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米国EBPMにおける
予算の使い方
岡崎康平（内閣府／野村證券）
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米国EBPMの導入過程：長い助走期間とオバマ政権期のリーダーシップ＆イノベーション

1940年代～1960年代 RCTの登場
1960年代～1990年代前半 社会施策へのRCTの応用・RCTの黄金時代
1990年代後半～2000年代前半 教育・開発など、個別の政策・施策分野での取り組み

（IESやWWC、J-PALなどの設置）
2000年代中ごろ ブッシュ政権におけるEBPMの取り組み

・・・という半世紀にわたる「助走期間」

＜2009年～2016年：オバマ政権による本格的なEBPMの推進＞
→ OMB (Office of Management and Budget) を司令塔とした強力なリーダーシップ

各省庁に示される予算編成ガイドラインでエビデンスの活用と創出を
指示。特別枠（1億ドル）を新エビデンス創出のために用意した
更に、省庁の壁を越えたワーキンググループを設置
OMB (2009) “Increased Emphasis on Program Evaluations”

→ EBPM対象分野の拡大：代表的な６つのプロジェクト
→ 革新的な手法の導入（Tiered grant, Pay for Success, 行動経済学など）

OMB (2013) “Next Steps in the Evidence and Innovation Agenda”
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トップダウン型の仕組み：Set-aside budget & Learning agenda （留保予算とラーニングアジェンダ）

・省全体の政策評価に係る指揮官として、CEO (Chief Evaluation Office/Officer)を設置
⇒労働省（DOL）、保険省（HHS）、教育省（ED）で設置

・各省は、省としてエビデンス創出に取り組むべき分野をラーニングアジェンダ（LA）に集約
⇒ LAは、各省庁が政策課題に取り組む上で不足している知識をまとめ、
組織全体として優先的に解を得るべきリサーチ・クエッションを列記した文書

・政策評価のために留保（set-aside）予算を用意
⇒労働省では、長官権限で裁量予算の0.75%を上限に留保が可能

ラーニング
アジェンダ

戦略計画や
優先順位

議会の
要請

施策関連の質
問、優先順位

評価・分析
プロジェクト

利害関係者の
インプットや
パブコメ

評価計画

評価予算

（出所）津田・岡崎（2018）「米国におけるEvidence-based Policy Making (EBPM) の動向」, RIETI Policy Discussion Paper Series 18-P-016を一部改編

1. 主要施策のアウトプットやアウトカムの効果・有効性を評価するものを優先する
こと。この優先順位は労働省全体の優先順位・各部局のラーニングアジェンダ・
議会の要請と一致するものとする。

2. 重要な疑問に回答するのに可能な限り最も頑健な手法（多くの場合RCT）を用い
ること。ただし、施策やプロジェクトが目指すゴール、施策のライフサイクル段階、
施策の置かれた状況や文脈、データの利用可能性、分析能力については勘案
することとする。

3. データやエビデンス、評価結果が最大限利用されるように努めること。その際に
は、頑健な評価デザイン・手法を利用する知識・能力面の強化や質の高いデー
タの創出や活用が労働省全体で促進されるように努めること。

＜2017財政年度における評価計画と留保予算の方針＞
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ボトムアップ型の仕組み：Tiered Grant （階層付き補助金）

・補助金申請の要件として、エビデンスの有無が重要な役割を果たす仕組み

・エビデンスの（１）信頼度が高く、（２）数も多い事業に、多額の補助金を割り当てる

・未だエビデンスの存在しない新たな試みも、EBPMの枠組みに乗ってもらうことを条件に補助金を支給
・EBPMの枠組みに乗ることでエビデンスが蓄積され、新事業が階層を上昇していくことが期待される
・技術的なサポートなどが課題として挙げられがち

家庭訪問による妊婦・育児支援
MIECHV: Maternal, Infant, and Early Childhood Home Visiting Program

エビデンスが十分な
８つのモデル事業

７５％以上を
割り当て

エビデンスの蓄積は浅いが
イノベーティブな事業

２５％以下を
割り当て

雇用支援イノベーションファンド
WIF: Workforce Innovation Fund

Highest Tier
・RCTや頑健な疑似実験によるエビデンス
・最大12百万ドル

Medium Tier
・何らかのインパクト評価によるエビデンス
・最大6百万ドル

Lowest Tier
・吟味されたロジックモデル

エビデンスの
蓄積により
上の階層へ移動

（出所）津田・岡崎（2018）「米国におけるEvidence-based Policy Making (EBPM) の動向」, RIETI Policy Discussion Paper Series 18-P-016を一部改編
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参考資料：米国住宅都市開発省（HUD）のラーニングアジェンダ

（出所）Department of Housing and Urban Development “HUD RESEARCH ROADMAP FY 2014–FY 2018”


